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１ はじめに 
 欧米で誕生した”institutional repository”の訳
語として「機関リポジトリ」という言葉が使われ
るようになって10年以上が経過した。機関リポ
ジトリとは、単独あるいは複数の大学コミュニテ
ィの知的生産物を入手し保存する電子的コレクシ
ョンであり、その情報内容が、機関で範囲限定さ
れ、学術的であり、累積的かつ永続的あり、オー
プンで相互運用可能なものである 1),2)。つまり、
大学などが自機関の研究成果を収録するインター
ネット上のアーカイブであり、主に大学図書館に
よって設置・運営されている。 
 当初、耳慣れなかった「リポジトリ」という語
が次第に定着するにつれ、機関リポジトリを設置
する大学・研究機関の数も着実に増えた。今や大
学図書館の重要なサービスの一つとして認知され
ているといえよう。 
 本稿では、定着の時期を迎えた日本の機関リポ
ジトリの現状とこれからの方向性を、国内外の先
進事例を参考にしながら探っていく。最初に設置
状況を概観した後、リポジトリと密接な関わりの
あるオープンアクセス(OA)の動向とその影響につ
いて述べる。次に、機関リポジトリの連携につい
て、検索、システム基盤、組織の3方向から検討
する。最後に、機関リポジトリの機能拡張につい
て考える。 
 
２ 機関リポジトリの設置状況 
 現在、インターネット上にどれだけのリポジト
リが存在するのか正確に知ることは困難だが、不
完全ながら世界中のリポジトリ（機関リポジトリ
に限らず、主題分野別のリポジトリも含まれる）
の情報を集めた登録簿が公開されている。有名な
のが、英国の二つの大学がそれぞれ管理するもの
で、サウスハンプトン大学のROAR3)とノッティ
ンガム大学のOpenDOAR4)である。2014年10
月末現在、前者は約3,800件、後者は約2,700件
のデータが収録されており、どちらも国、ソフト
ウェア、リポジトリのタイプなどで範囲を限定し
て検索ができる。 
もちろん日本のリポジトリも登録されており、
ROARでは171件、OpenDOARでは145件が
ヒットする。これは米、英、独に次いで4番目の
数である。ただ、日本に関しては国立情報学研究
所(NII)の機関リポジトリ一覧 5)の方が網羅的で、
それによると378件である。この数字をROAR
やOpenDOARに当てはめると、米国に次いで世
界第2位となる。いずれにせよ、少なくとも設置
数では、日本は世界有数のリポジトリ大国なので
ある。 
 日本の機関リポジトリ発展の陰にはNIIの支援
事業 6)の存在がある。これは2004年度の「機関
リポジトリ構築ソフトウェア実装実験プロジェク
ト」を皮切りに、機関リポジトリの構築や研究開
発を公募により各機関に委託したもので、2006
年度には57大学、2007年度にはさらに13大学
に補助金が交付された。図１に示されているよう
に、日本の機関リポジトリ設置数は2006年あた
りから急激に増えているが、まさにこの支援事業
の効果を表すものと言えよう。 
 
 
 （図1）日本の機関リポジトリ設置数の推移 
  出所：ROARのグラフ作成機能による 
 
 公募による事業委託の形での支援は2012年度
までで終了したが、同年、NIIは別の事業を開始
した。それがJAIRO Cloud（共用リポジトリサ
ービス）7)である。これはクラウドコンピューテ
ィングの技術を使ってリポジトリのシステム環境
をNIIが提供するもので、参加各機関はハードウ
2 
 
機関リポジトリの現状とこれから 
『現代の図書館』 Vol. 52, No.4 (2014), p. 218-226 掲載原稿 
ェアやソフトウェアの管理から解放され、コンテ
ンツ収集に専念できる。運用開始から2年半あま
りの2014年10月2日現在、導入機関数は228
であり、数から言えば日本全体の60％を占める
に至っている。すなわち、これこそが日本の機関
リポジトリ設置数の急激な増加の要因である。 
 日本の機関リポジトリに登録されているコンテ
ンツの状況に関しては、NIIの IRDBコンテンツ
分析 8)で確認することができる（図2）。ここに示
されているように、コンテンツ数は順調な伸びを
示し、「本文あり」のものに限っても140万件に
達しようという勢いである。しかしながら、その
内訳をみると半数以上が紀要論文で占められてお
り、学術雑誌掲載論文の割合は16％にすぎない
こともわかる。 
 
 
（図２）日本の機関リポジトリのコンテンツ数の
推移  出所：IRDBコンテンツ分析 
 
 
３ オープンアクセスと機関リポジトリ 
3.1 オープンアクセスとは 
 オープンアクセス(OA)とは、簡単に言えば、イ
ンターネット上の学術文献に無料でアクセスで
き、またそれを自由に利用できることである。大
きく分けて二つの方法がある。一つは学術雑誌掲
載論文の原稿を著者がリポジトリ等に登録し無料
公開するもので、セルフアーカイビングあるいは
グリーンOAと呼ばれる。無料公開するのは雑誌
掲載論文そのものではなくその原稿というところ
がミソで、多くの出版社がこれを正式に許可して
いる。もう一つは学術雑誌そのものが購読料を取
らず、掲載論文を無料公開するもので、ゴールド
OAと呼ばれる。出版費用は著者が支払うか公的
資金などでまかなわれる。 
 機関リポジトリはセルフアーカイビングの場と
して、グリーンOAと深く関わっている。先に見
たように、日本では多くの機関リポジトリの主要
コンテンツは紀要論文なのだが、本来、OAは国
際的に認知された高価な学術雑誌（電子ジャーナ
ル）に掲載された査読済み論文を誰でも読めるよ
うにしようという運動であり、そうした面では日
本は遅れていると言わざるを得ない。 
もっとも、機関リポジトリへの査読済み論文登
録がなかなか進まないのは日本ばかりではない。
欧米でも研究者の自主性に任せていてはOAが進
展しないということで、義務化の方針を打ち出す
研究助成団体や大学が年々増加している。そうし
たOA義務化方針の登録簿ROARMAP9)による
と、2014年10月現在、大学等で234、学部等の
レベルで46、研究助成関係で90の機関が研究者
に対してOAを義務づけている。もっとも中には
単なる要請で義務化とは言えないようなものもあ
るが、世界的にOAを機関の方針として定める流
れになっていることは間違いない。 
 
3.2 グリーンOA義務化論とリポジトリ 
 グリーンOAの熱烈な擁護者として知られるス
ティーヴン・ハーナッド(Stevan Harnad)は、研
究助成団体や大学が研究者に対して機関リポジト
リへのセルフアーカイビングを義務付けるべきだ
とOA関係のメーリングリストや自らのブログ 10)
などで繰り返し主張している。主題分野別リポジ
トリではなく機関リポジトリでなくてはならな
い。と言うのは、専門のリポジトリが存在しない
主題分野もあるからである。と同時に、セルフア
ーカイビングの履行状況を所属機関が容易にチェ
ックでき、義務化の徹底が期待できるからでもあ
る。 
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ハーナッドはさらに、多くの出版社が設定して
いるエンバーゴ（一定期間、公開を禁止するこ
と）を迂回する手段も喧伝している。それが「コ
ピー請求ボタン」である。これはEPrints, 
DSpaceといったリポジトリ・ソフトウェアに備
わった機能だが、手順としては、まず著者は論文
が受理されたら、たとえエンバーゴが設定されて
いても、ただちに原稿をリポジトリに登録する
（ただし本文は非公開で）。この論文を検索して
本文を読みたいと思った人は、メタデータと共に
表示されるこのコピー請求ボタンを押し、メール
アドレスを入力して申し込む。すると著者に通知
が行き、著者がそれを承認すれば、リポジトリ中
の本文ファイルがダウンロードできるリンクを記
した返信が自動的に送付される。 
すなわち、検索結果からただちに本文にアクセ
スすることはできないが、一段階余分に踏めば本
文を入手でき、OA同然というわけである。昔か
ら研究者の間では求めに応じて抜刷を無料で送付
する習慣があるので、そのあたりから発想を得た
のかもしれない。ハーナッドはこれを ID/OA  
（Immediate-Deposit／Optional-Access）（即時
登録／選択的アクセス）と呼び、これを義務化す
ることがOA実現の近道だとしている。 
 この主張を実行に移したのがベルギーのリエー
ジュ大学である。この大学では、学長ベルナー
ル・ランティエ(Bernard Rentier)の主導で、
2007年5月というかなり早い時期に、大学に所
属する研究者が2002年以降に出版した論文はす
べて機関リポジトリ（のちにORBiという名がつ
いた）に登録することとした。ただし、全文の公
開は著者の同意と著作権の規定に沿って行われ
る。また、研究者が出版社や出版形態を選ぶ権利
をなんら制限するものではないとしている 11)。 
他の多くの大学でもOA方針が発表される中、
この方式が「リエージュ・モデル」などと称され
特に注目を集めたのは、ハーナッド流の ID/OA
の実践事例というだけでなく、昇進や補助金申請
などの審査に際して、ORBiに登録したものだけ
を評価対象にするという形で強制力を持たせてい
るからである。 
 同様のグリーンOA義務化方針は、2012年の
フィンチ・レポート以来、ゴールドOA重視の政
策が取られてきた英国でも採用されている。
2014年3月に発表されたイングランド高等教育
助成会議(HEFCE)など英国の４つの助成機関共
同の新たなOA方針では、研究費配分の基礎とな
る研究成果評価の対象となる論文は、受理された
時点で著者最終稿を機関または主題分野別リポジ
トリに登録して無料公開しなくてはならない。
HEFCEでは、この方針が適用されるのは2016
年4月1日以降に受理された論文だが、今から実
施するよう各機関に強く要請するとしている 12)。 
 こうしたグリーンOA義務化が機関リポジトリ
の存在価値を大いに高めてくれるのは間違いな
い。現在のところ、最良の研究成果は査読付き学
術雑誌に発表される論文であり、それによって研
究者も研究機関も評価される。その評価に不可欠
な情報基盤の一つと位置づけられることが、機関
リポジトリの生き残りを図る上で重要なポイント
になると思われる。 
 
3.3 グリーンOAと図書館員 
 日本では今のところグリーンOAの義務化を行
っている大学・研究機関はない。リエージュ大学
のように学長が義務化を決断するところは欧米で
も例外的であり、OAの必要性どころか概念自体
が認知されているとは言い難い日本の大学では、
上層部に話を上げるところからまずハードルが高
い。また、そうしたトップダウンの義務化が強い
反発を招くことも容易に予想できる。義務化など
とても言い出せるものではない、というのが大方
の図書館員にとって正直なところだろう。 
日本の機関リポジトリ担当者がコンテンツを増
やすために取っている戦略は、いわばボトムアッ
プ方式で、研究者に対する粘り強い地道な宣伝活
動である。これを「ひたひた」というオノマトペ
で表現し、海外にも紹介している 13)。宣伝活動の
具体的な中身としては、ポスターやリーフレッ
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ト、説明会の開催（寸劇上演）、研究者へのイン
タビュー、登録論文のアクセス数やダウンロード
数の通知（電子メール）、SNSを通した呼びか
け、様々なPRグッズ（リポジトリ名入のボール
ペン、クリアファイル、バッグなど）、キャラク
ターや愛称の募集などである。 
一つ一つは珍しくないが、日本の特徴はDRF
（ダーフと読む。「デジタルリポジトリ連合＝
Digital Repository Federation」の略称）という
組織 14)を通して全国の大学図書館が連携しつつ、
図書館員自身も楽しみながら、活動しているとこ
ろにある。これだけでは学術雑誌掲載論文の収集
に限界があるのも確かだが、わが国におけるグリ
ーンOA推進に果たした役割はやはり大きいと言
えよう。 
一方、意識の高い研究者からは図書館員の対応
への不満も聞かれる。リポジトリへの登録作業は
著者ではなく図書館員が行っていることが多い
が、著作権等の確認やメタデータ作成に時間がか
かり、登録が遅れることもある。これがOAへの
妨げになっているとの指摘が海外のメーリングリ
ストでなされ、議論になったことがある 15)。 
グリーンOAの支援者を自認している図書館員
にとっては衝撃的な発言だったが、結局、図書館
員のチェックが不要というわけではなく、処理の
順序を変更すればいいのではないかという話にな
った。すなわち、登録申請→著作権等の確認→公
開という流れから、申請と同時に非公開で登録→
確認→公開という流れに変える。非公開中はコピ
ー請求ボタンを活用する。まさにハーナッド流の
ID/OA方式の採用である 16)。 
この議論にも示されているように、本来、セル
フアーカイビングの主体はあくまで研究者であっ
て、図書館員ではない。グリーンOAの場として
の機関リポジトリにかかわる諸規定や運用方法は
確立されたものではなく、まだまだ改善の余地が
ある。担当職員は規定を盾に官僚的な対応を取ら
ないよう、十分注意する必要がある。 
  
3.4 博士論文のインターネット公開 
 わが国では従来から博士論文の公表が義務付け
られていたが、2013年、学位規則が改正され、
公表方法が印刷体からインターネットへと変更さ
れた 17)。このインターネット公表の場となるのが
学位授与大学の機関リポジトリである。これを受
けて、国立国会図書館の博士論文収集方法もイン
ターネットを介して機関リポジトリから自動収集
する方法に切り替えられることとなった 18)。 
 これは現時点では日本で唯一のOA義務化であ
ると同時に、世界的に見ても先進的な試みであ
る。上記ROARMAPによると、国全体で学位論
文のOAを義務化した例は他にハンガリーがある
だけで、あとはすべて大学ごとの義務化である。
国立図書館が電子化された博士論文をインターネ
ットで提供している例は、たとえば英国図書館 
(British Library)のEThOSがあるが、英国のす
べての博士論文を網羅する体制を構築できている
わけではなさそうである 19)。こと博士論文に関す
る限り、日本は世界最先端の仕組みを作り上げた
と言っていいだろう。 
機関リポジトリの活用事例として大いに評価さ
れるべきだが、実運用の細かい面、特に著作権や
出版契約に関して、いくつかの問題点が指摘され
ている。たとえば、出版予定や特許申請など「や
むを得ない事由」がある場合は、全文に代えて要
約での公開が認められているが、具体的な出版予
定はないが将来の出版に向けて全文を公開したく
ない、というのはやむを得ない事由として認めら
れるのか、という疑問が出されている。 
あるいは、理系ではよくある話だが、雑誌掲載
論文をそのまま博士論文として提出した場合、雑
誌掲載版そのものはダメだが原稿ならリポジトリ
登録が認められている。この場合、原稿を全文と
して公開すればいいのか。こうした微妙な点につ
いて、実務担当者の間で考え方を整理する試みが
続いている 20)。 
 
４ 機関リポジトリの連携 
4.1 リポジトリ・コンテンツの統合検索 
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インターネット上に分散して存在するリポジト
リのコンテンツを統合的に検索できるようにしよ
うという構想は機関リポジトリの誕生当初からあ
り、リポジトリ・ソフトウェアはOAI-PMH21)と
いう国際標準のプロトコル（通信規約）に対応す
ることが必須条件とされた。OAI-PMHを利用し
た具体的な検索サービスとして、ミシガン大学が
開発したOAIsterが有名である。長く単独でのサ
ービスを行ってきたが、現在はOCLCの
WorldCatに組み込まれている 22)。 
 日本の機関リポジトリに関して、同様の統合検
索サービスを提供しているのがNIIのJAIRO23)
である。NIIでは各機関の申請に基づいてメタデ
ータを収集している。また、junii2というフォー
マットを定め、ガイドラインなどのドキュメント
も整えて、提供されるメタデータの標準化を図っ
ている 24)。さらに、学術情報データベースCiNii
（サイニイ）との連携も行われており、CiNiiで
検索した論文の書誌情報から機関リポジトリのコ
ンテンツへのリンクが実現している。この機能は
非常に便利で、このルートからのアクセスが多い
と同時に、Googleなどからのアクセスに比べて
本文到達率（つまり、メタデータだけ見て離れる
のではなく本文まで見る割合）も高いという調査
結果もある 25)。 
 Googleなどの検索エンジンでリポジトリのコ
ンテンツが簡単に検索できる状況で、OAIsterや
JAIROのように検索対象をリポジトリのコンテ
ンツに限定したサービスが多くの利用者を獲得す
ることは難しい。リポジトリからのメタデータ収
集による検索が威力を発揮するとしたら、CiNii
の例に見られるように、研究者や学生がよく使
う、質の高い文献情報データベースとの連携にお
いてだと考えられる。これは目新しい考え方では
なく、日本ではすでに2006年にAIRwayという
プロジェクトがあり、文献情報データベースの検
索結果からリンクリゾルバにより機関リポジトリ
のコンテンツへと案内するシステムを実現してい
る 26)。 
 さらに2010年前後からは、ディスカバリー・
サービスと称して、紙、電子を問わず図書館が提
供するあらゆる資料（のみならずウェブ上の情報
資源まで）を単一のインターフェースで検索でき
るシステムの導入が進んでいる 27), 28)。こうした
検索対象を限定しないシステムは利用者に戸惑い
やフラストレーションを感じさせることも多い
が、今後さらに洗練されて使いやすくなっていく
ことは間違いない。機関リポジトリのコンテンツ
も、名称はどうあれ、こうした総合的な検索サー
ビスからのアクセスが主流となるだろう。 
 
4.2 共同リポジトリあるいは共用リポジトリ 
 機関リポジトリは機関ごとに構築されるのが原
則だが、中小の機関では自前でサーバーを設置
し、維持管理していくのが困難な場合もある。そ
うした単独ではリポジトリを構築できない機関が
集まってシステムを共有する仕組みが共同リポジ
トリである。日本では、上述のNIIの支援事業に
より機関リポジトリ設置の機運が高まった2007
年から2010年にかけて、主に県単位での地域共
同リポジトリ構築の動きが活発化し、８つの共同
リポジトリが生まれ、2012年には14にまで増え
た 29),30)。 
 これらの地域共同リポジトリの特徴は、当該県
の中心となる国立大学の図書館がホストを務めて
いることである。参加機関からは喜ばれる一方
で、ホスト機関に負担が集中した面も否定できな
いようである。広島や鹿児島の例のように運用経
費を徴収するなど、持続可能な体制を作り上げる
必要がある。 
 しかし、一方で、これも上述のJAIRO Cloud
が正式に運用を開始し、急速に参加機関を増やし
ている。もともと地理的な距離があまり意味を持
たないのがインターネットの世界なので、予算も
人材も地方大学に比べれば豊富なNIIが基盤を提
供するということであれば、もはや地域共同リポ
ジトリを新たに作ろうというインセンティヴはな
いだろう。さらに言えば、地域共同リポジトリは
解消して、JAIRO Cloudに乗り換えよう（ある
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いは乗り換えを勧めよう）という機関が出てきて
もおかしくない。 
もっとも、信州共同リポジトリ 31)のように
JAIRO Cloud上に地域共同リポジトリを構築し
た例もあり、地域の連帯感を高めるなど精神的な
意義はあるのかもしれない。なお、NIIでは
JAIRO Cloudを「共同リポジトリ」とは言わ
ず、「共用リポジトリ」という言葉を使っている
が、特に意味に違いがあるわけではない、とここ
では解しておく。 
 
4.3 連合組織 
 日本の機関リポジトリの連合組織としてDRF
があることはすでに述べた。DRFは、これもま
た、NIIの支援のもとに生まれた機関リポジト
リ・コミュニティ活性化のための連携組織で、
2006年に活動を開始し、リポジトリ設置機関に
広く参加を呼びかけた 32)。参加は任意であり、会
費も今のところ徴収していない。事務局は北海道
大学に置き、ウェブサイトやメーリングリストを
開設するほか、『月刊DRF』という広報誌を発行
して情報提供を行っている。技術的ノウハウの蓄
積と公開、関連文献の翻訳、講習会や国際会議の
開催、さらには機関リポジトリの国際的な連合組
織COAR (Confederation of Open Access 
Repositories)33)への加盟など、多岐に渡る事業を
展開してきたが、2012年でNIIからの補助が終
了したため、活動の転機を迎えている。 
 それと入れ替わるように、2013年、NIIと国
公私立大学図書館協力委員会との間の協定に基づ
いて、機関リポジトリ推進委員会 34)が設置され
た。この委員会のメンバーはDRFの中心メンバ
ーと多くが重なっており、今後、日本の機関リポ
ジトリの連携や推進に関わる事業はこの委員会を
中心に展開すると予想される。 
 
５ 機関リポジトリの機能拡張 
5.1 研究者情報との結合 
 大学や研究機関のウェブサイトには教員紹介と
か研究者総覧といったページがあり、各研究者の
プロフィールや業績一覧が掲載されている。ここ
から機関リポジトリ中のコンテンツ、また逆に機
関リポジトリ中のメタデータの著者名から研究者
総覧へのリンクが相互に張られていると便利であ
る。こうした仕組みをいち早く作り上げたのが信
州大学である 35)。 
 物質・材料研究機構(NIMS)では、任意のキー
ワード、人名、研究ユニット、論文から研究者が
検索でき、研究者のプロフィールからNIMS 
eSciDocという機関リポジトリ中のコンテンツへ
アクセスできるSAMURAIという研究者情報デ
ータベースを構築している 36)。 
 同名異人を区別でき、所属機関が変わっても使
える永続的な研究者 IDが取得できるORCID37)
のような仕組みも出現しており、今後、機関リポ
ジトリとさまざまな研究者情報とを結びつけたサ
ービスが展開されそうである。 
 
5.2 研究データ管理支援 
 近年、研究者は論文だけでなく、論文の根拠と
なった研究データの公開も求められるようになっ
ている。背景にオープンサイエンスとかオープン
データと呼ばれる科学者による研究データ共有の
動きがある。また、研究不正防止の観点から、政
府や研究助成機関がデータの保存や開示を義務付
ける場合もある。たとえば文科省のガイドライン
では、「研究機関において、研究者に対して一定
期間研究データを保存し、必要な場合に開示する
ことを義務付ける旨の規程を設け、その適切かつ
実効的な運用を行うことが必要」38)としている。 
すでに研究データ管理支援に乗り出している大
学図書館もある。たとえば、英エジンバラ大学で
は、2009年以来、DataShare39)というリポジト
リを運用し、研究データを登録している。登録さ
れているデータは、アンケート調査結果や観測デ
ータからコンピュータの処理履歴のようなものま
でさまざまである。データリポジトリと称して、
論文等を収録するリポジトリとは別になっている
が、ソフトウェアはDSpaceで、一般の機関リポ
ジトリと特に違いはない。実際、その後多くの大
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学が機関リポジトリで研究データを登録するよう
になった。 
 研究データ管理支援は大学の管理ポリシー策定
や研究者の管理計画作成支援など多岐に渡り、従
来の図書館員にはない能力が求められる。しかし
ながら、機関リポジトリへの研究データ登録自体
には、特別データサイズが巨大であるといった例
外的な場合を除き、技術的な問題は何もない。今
後、日本の大学でも機関リポジトリのコンテンツ
として研究データが急増すると思われる。 
 
６ 機関リポジトリのこれから 
いくつかの側面から機関リポジトリの現状と、
先進事例に基づく若干の将来の見通しを述べて来
たが、以下に改めてまとめてみたい。 
まず、日本においては、機関リポジトリの発展
にとって、NIIの支援がこれからも非常に重要な
役割を果たすことは間違いない。特にJAIRO 
Cloudは日本の機関リポジトリのほとんどを吸収
するかもしれない。 
次に、グリーンOAに対する政府や機関の政策
が大きな影響を持つ。欧米のように義務化の方針
が出れば、リポジトリの存在感が高まるのは間違
いないが、同時に責任も重くなる。 
コンテンツの検索に関しては、CiNiiなど文献
情報データベースとの連携が効果を発揮してお
り、ディスカバリー・サービスにも当然組み込ま
れている。研究者情報データベースからの検索も
実現しており、論文の他、研究データの登録も進
んでいるので、今後、それらを相互参照できる検
索システムがさらに洗練されていくだろう。 
 機関リポジトリの運用に図書館員が携わるのは
変わらないだろう。刻々と変化する状況に適応が
求められるゆえんである。 
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